



（大阪高判平成 29 年９月 22 日判時 2379 号 15 頁）
高　橋　　剛
地方公共団体における電子メールの公文書該当性 


































































































































































































































































































































































個人情報保護 ５１ 号 １０ 頁（２０１３）、藤原靜雄「情報法制の課題－情報三法の課題」行政
法研究 ２０ 号 ４３ 頁（２０１７）、小谷允志「自治体における電子公文書の管理」都市問題




















 5 ）小早川光郎編『情報公開法－その理念と構造』６７ 頁 [ 多賀谷一照 ]（ぎょうせい、
１９９９）
 6 ）松井茂記『情報公開法（第２版）』９０ 頁（有斐閣、２００３）、右崎正博＝宇賀克也「対談・
情報公開法の検討」法時 ７０ 巻６号 １１ 頁［宇賀克也発言］（１９９８）、中島徹「文書不存在」
法セミ ５３８ 号 ３３ 頁（１９９９）
 7 ）渡井理佳子「判批」季報情報公開・個人情報保護 ４２ 巻 ４７ 頁（２０１１）
 8 ）小早川編・前掲 ７３ 頁 [ 多賀谷一照 ]、高橋滋ほか編『条解行政情報関連三法』２２１ 頁［島
村健］（弘文堂、２０１１）




















保護審査会平成 ２５ 年３月 ２９ 日答申（諮問第 ７２ 号、実施機関・知事）」福岡大学法学
論叢 ２０８ 号 ５３０ 頁（２０１３））。
１４）国では電子メール自動廃棄するシステムは今後採用しない（「行政文書の電子的管理に
ついての基本的な方針」平成 ３１ 年３月 ２５ 日内閣総理大臣決定）。
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